
第４期埼玉県教育振興基本計画の概要

１ 計画の根拠

教育基本法第１７条第２項

３ 計画の期間

令和６年度から令和１０年度まで（５年間）

４ 第３期計画の検証

⑴ 目標Ⅰ 確かな学力の育成
→ 「主体的・対話的で深い学び」の実践の充実が必要

⑵ 目標Ⅱ 豊かな心の育成
→ 体験活動や道徳教育の推進、教育相談体制の充実が必要

⑶ 目標Ⅲ 健やかな体の育成
→ 体育の授業や体育的行事の充実が必要

２ 計画の性格

⑷ 目標Ⅳ 自立する力の育成
→ 高等学校におけるインターンシップ実施率の向上、特別支援学校にお
ける企業等向け学校公開の実施や経済団体等との連携強化が必要

⑹ 目標Ⅵ 質の高い学校教育のための環境の充実
→ 教員のＩＣＴ活用指導力の向上等、学校教育の質の向上が必要

⑺ 目標Ⅶ 家庭・地域の教育力の向上
→ 家庭の教育力向上への取組、コミュニティ・スクールの導入に係る
市町村への支援が必要

⑻ 目標Ⅷ 生涯にわたる学びの推進
→ 県民一人一人のニーズに応じた生涯学習情報の充実が必要

⑼ 目標Ⅸ 文化芸術の振興
→ 県立博物館の企画展等の更なる魅力化と情報発信が必要

⑽ 目標Ⅹ スポーツの推進
→ スポーツ実施率が低い世代のニーズに応じたスポーツ機会の提供促進
が必要

⑴ 本県教育の振興を図るために定める基本的な計画

⑸ 目標Ⅴ 多様なニーズに対応した教育の推進
→ 多様で適切な教育機会の確保、一人一人の状況に応じた教育の推進が
必要

⑵ 埼玉県５か年計画を踏まえた、教育行政分野における計画
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５ 教育を取り巻く社会の動向と社会状況の変化

６ 取り組むべき課題

７ 埼玉教育の基本的な考え方

⑴ 基本理念

「豊かな学びで 未来を拓く埼玉教育」

⑵ 計画全体に共通する視点

ア 誰一人取り残されない共生社会の実現に向けた教育の推進

県民の誰もが参画し得る生涯を通じた多様で深い学びによって、人生や社会の未来を切り拓く力を育むことを目指す。
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イ 教育デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進

⑴ 人口減少と人口構造の変化

⑵ 経済・雇用情勢の動きと格差の固定化・再生産

⑶ 身近に迫る脅威と新たな社会への進展

⑷ 子供をめぐる教育的ニーズの多様化

⑸ 教職員を取り巻く状況の変化

⑹ 地域と家庭の状況の変化

⑷ 家庭・地域の教育力の向上

⑸ 生涯にわたる学びの推進、文化芸術の振興とスポーツの推進

⑴ 社会の激しい変化に対応するための資質・能力の育成

⑵ 多様なニーズに対応した教育の推進

⑶ 質の高い学校教育を推進するための環境の充実

ひら
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８ 施策の展開（１０の目標、２９の施策）

目標 施策

Ⅰ 確かな学力の育成

・ 「埼玉県学力・学習状況調査」の取組による成果を踏まえ、「主体的・対話的で深い学

び」の実践を充実させるなど、児童生徒一人一人の学習意欲と学力を確実に伸ばす教育を

推進する。

・ 「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善や教科等横断的な学習を進め、児

童生徒の思考力・判断力・表現力など新たな時代に求められる資質・能力を育成するとと

もに、伝統と文化を尊重し、グローバル化や技術革新に対応する教育、人格形成の基礎を

培う幼児教育を推進する。

１ 一人一人の学力を伸ばす教育の推進

２ 新しい時代に求められる資質・能力の育成

３ 伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する教育の推進

４ 技術革新に対応する教育の推進

５ 人格形成の基礎を培う幼児教育の推進

Ⅱ 豊かな心の育成

・ 体験活動を推進するとともに、道徳教育、人権教育の推進を図る。

・ 生徒指導上の諸課題の早期発見・早期対応に取り組むほか、発達支持的生徒指導を推進

するなど、あらゆる教育活動を通じて生徒指導を推進する。

６ 豊かな心を育む教育の推進

７ いじめ防止対策の推進と生徒指導の充実

８ 人権を尊重した教育の推進

Ⅲ 健やかな体の育成

・ 学校保健の充実や食育の推進などに取り組み、発達段階に応じた健康の保持増進を図る。

・ 学校での体育的活動の充実ととともに、児童生徒の運動習慣の確立に向けた取組を推進

する。

９ 健康の保持増進

10 体力の向上と学校体育活動の推進
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目標 施策

Ⅳ 自立する力の育成

・ 家庭や地域・企業と連携し、職場体験やインターンシップを実施するなど、小・中学校、

高等学校、特別支援学校において、各学校段階に応じたキャリア教育・職業教育を推進す

る。

・ 児童生徒が自身に関わるルールの制定過程等に参画する取組や主権者教育の推進など、

主体的に社会の形成に参画する力を育成する。

11 キャリア教育・職業教育の推進

12 主体的に社会の形成に参画する力の育成

Ⅴ 多様なニーズに対応した教育の推進

・ 共生社会の実現に向けて、障害のある子供と障害のない子供が共に過ごすための取組や、

一人一人の教育的ニーズに応じた多様な学びの場の整備を進め、インクルーシブ教育シス

テムの構築の視点に立った特別支援教育を推進する。

・ 不登校児童生徒や、高校中途退学者等、経済的に困難な子供、日本語指導が必要な児童

生徒、ヤングケアラー、ＬＧＢＴＱの児童生徒など、一人一人の状況に応じた支援を図る。

13 障害のある子供への支援・指導の充実

14 不登校児童生徒・高校中途退学者等への支援

15 一人一人の状況に応じた支援

Ⅵ 質の高い学校教育を推進するための環境の充実

・ 教職員研修の充実や効果的な指導技術の共有化などを通して、教職員の資質・能力の向

上を図る。

・ 多様な人材との連携体制の構築など、学校の組織運営を改善する。

・ 社会のニーズに応える特色ある県立高校づくりを推進する。

・ 子供たちの安心・安全の確保、学習環境の整備・充実、私学教育の振興に取り組む。

16 教職員の資質・能力の向上

17 学校の組織運営の改善

18 魅力ある県立高校づくりの推進

19 子供たちの安心・安全の確保

20 学習環境の整備・充実

21 私学教育の振興
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目標 施策

Ⅶ 家庭・地域の教育力の向上

・ 家庭教育支援の充実を図るほか、学校と地域（地域の住民、保護者、企業や団体等）と

の連携・協働による学びを推進するなど、家庭や地域の教育力の向上に取り組む。

22 家庭教育支援体制の充実

23 地域と連携・協働した教育の推進

Ⅷ 生涯にわたる学びの推進

・ 生涯にわたる学びで必要な知識・技能を身に付け、自らの可能性を最大限に伸ばし、活

躍できる環境を整備する。

・ 学びを活用した地域課題解決への支援など、社会教育を推進する。

24 生涯学び、活躍できる環境整備

25 社会教育の推進

Ⅸ 文化芸術の振興

・ 県民の文化芸術活動への参加促進や県立博物館等における魅力的な展示の実施などに取

り組み、文化芸術活動の充実を図る。

・ 文化財の適切な保存・活用に取り組むなど、伝統文化の継承を図る。

26 文化芸術活動の充実

27 伝統文化の保存と持続的な活用

Ⅹ スポーツの推進

・ 県民一人一人が興味関心に基づき、生涯にわたってスポーツに親しむことができるよう、

スポーツ・レクリエーション活動を推進する。

・ スポーツ科学によるアスリートの競技力向上など、競技スポーツを推進するとともに、

公正で安心なスポーツ活動を推進するため、スポーツ・インテグリティや安心・安全の確

保に努める。

28 スポーツ・レクリエーション活動の推進

29 競技スポーツの推進
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２９の施策ごとに計３６（再掲を除く。）の指標を設定 （*を付した指標は、埼玉県５か年計画の指標に基づき設定したもの）

９ 指標

施策 指標 現状値 目標値

１ 一人一人の学力を伸ばす教育の推進

「全国学力・学習状況調査」において全国トップクラ

スにある教科数*

小学校６年生 ０教科

中学校３年生 ０教科

（令和５年度）

小学校６年生 全教科

中学校３年生 全教科

（令和１０年度）

「埼玉県学力・学習状況調査」において学力を伸ばし

た児童生徒の割合*

小学校（４年生→６年生）４７．５％

中学校（１年生→３年生）４６．６％

（令和５年度）

小学校（４年生→６年生） ６７．９％

中学校（１年生→３年生） ６１．６％

（令和１０年度）

２ 新しい時代に求められる資質・能力の育成

「主体的・対話的で深い学び」に関する研修を受講し

授業を行った教員数 （施策１６にも記載）
１３，１４４人（令和４年度末） ２０，０００人（令和１０年度末）

教科等横断的な学習や探究活動を行うことで、学びが

深まったと感じる生徒及び教員の割合
なし ９０．０％（令和１０年度）

児童生徒がＩＣＴを活用して学びを深めることを指導

できる教員の割合* （施策１６にも記載）
７３．４％（令和４年度） １００％（令和１０年度）

３ 伝統と文化を尊重しグローバル化に対応

する教育の推進

地域の歴史や自然について関心があると回答した児童

生徒の割合

小学校５年生 ６９．０％

中学校２年生 ４７．４％

（令和５年度）

小学校５年生 ８０．０％

中学校２年生 ６０．０％

（令和１０年度）

中学校卒業段階でＣＥＦＲのＡ１レベル相当（英検３

級等）以上を達成した生徒の割合
５０．１％（令和４年度） ６０．０％以上（令和１０年度）

高等学校卒業段階でＣＥＦＲのＡ２レベル相当（英検

準２級等）以上を達成した生徒の割合
４２．６％（令和４年度） ５０．０％以上（令和１０年度）
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施策 指標 現状値 目標値

４ 技術革新に対応する教育の推進
データサイエンスの手法を用いた探究活動を実施した高

等学校の割合
なし ８０．０％（令和１０年度）

５ 人格形成の基礎を培う幼児教育の推進
幼児教育施設と小学校との接続を意識した教育課程の編

成や指導計画を作成した小学校の割合
１６．７％（令和４年度） ５０．０％（令和１０年度）

６ 豊かな心を育む教育の推進 児童生徒が身に付けている「規律ある態度」の達成状況*
小学校８５．０％

中学校８６．１％

（令和５年度）

小学校１００％

中学校１００％

（令和１０年度）

７ いじめ防止対策の推進と生徒指導の充実 いじめの解消率* ９７．９％（令和４年度） １００％（令和１０年度）

８ 人権を尊重した教育の推進
「人権感覚育成プログラム」を活用した参加体験型学習

を実施した学校の割合
なし １００％（令和１０年度）

９ 健康の保持増進 毎日朝食を食べている児童生徒の割合

小学校６年生８４．４％

中学校３年生７８．２％

（令和５年度）

小学校６年生９０．０％

中学校３年生９０．０％

（令和１０年度）

１０ 体力の向上と学校体育活動の推進
体力テストの５段階絶対評価で上位３段階の児童生徒の

割合*

小学校７８．１％

中学校８１．３％

全日制高等学校８７．０％

（令和５年度）

小学校８６．０％

中学校８９．０％

全日制高等学校９０．２％

（令和１０年度）

１１ キャリア教育・職業教育の推進

将来の夢や目標を持っていると回答した児童生徒の割合

小学校６年生８２．７％

中学校３年生６７．８％

（令和５年度）

小学校６年生８７．０％

中学校３年生７４．０％

（令和１０年度）

職業体験やインターンシップを実施した高等学校の割合 ２７．５％（令和４年度） ８５．０％（令和１０年度）

特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率*
（施策１３にも記載）

８５．９％（令和４年度） ９１．９％（令和１０年度）
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施策 指標 現状値 目標値

１２ 主体的に社会の形成に参画する力の育成
主体的に社会に参画していく力を育成するために外部

機関と連携した取組を実施している高等学校の割合
５１．０％（令和４年度） １００％（令和１０年度）

１３ 障害のある子供への支援・指導の充実
特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率*
（施策１１にも記載）

８５．９％（令和４年度） ９１．９％（令和１０年度）

１４ 不登校児童生徒・高校中途退学者等への支援

小・中学校に在籍する不登校児童生徒が学校内外の機

関等で相談・指導を受けた割合*
５９．５％（令和４年度） ８５．０％以上（令和１０年度）

公立高等学校における中途退学者の割合*
全日制 ０．８７％

定時制 ６．２０％

（令和４年度）

全日制０．７９％

定時制５．６０％

（令和１０年度）

１５ 一人一人の状況に応じた支援 帰国・外国人児童生徒に日本語指導ができる教員数* ４００人（令和４年度末） １，０００人（令和１０年度末）

１６ 教職員の資質・能力の向上

「主体的・対話的で深い学び」に関する研修を受講し

授業を行った教員数 （施策２にも記載）
１３，１４４人（令和４年度末） ２０，０００人（令和１０年度末）

児童生徒がＩＣＴを活用して学びを深めることを指導

できる教員の割合* （施策２にも記載）
７３．４％（令和４年度） １００％（令和１０年度）

教職員の懲戒処分件数

総数２９件

うち管理職３件

（令和４年度）

総数０件

うち管理職０件

（令和６年度～令和１０年度の各年度）

１７ 学校の組織運営の改善
小・中学校におけるコミュニティ・スクール数*
（施策２３にも記載）

８９１校（令和５年度） 全小・中学校（令和８年度）

１８ 魅力ある県立高校づくりの推進 「県立学校魅力発信サイト」の閲覧数 ２３，１６２件（令和４年度） ５７，０００件（令和１０年度）

8



施策 指標 現状値 目標値

１９ 子供たちの安心・安全の確保
警察等と連携した防犯研修・防犯教育を実施している
学校の割合

２８．２％（令和４年度） １００％（令和１０年度）

２０ 学習環境の整備・充実
児童生徒がＩＣＴを活用して学びを深めることを指導
できる県立学校教員の割合

７１．６％（令和４年度） １００％（令和１０年度）

２１ 私学教育の振興
統合型校務支援システムを導入し、教育の質の向上に

取り組む高等学校の割合*
６９．１％（令和４年度末） １００％（令和８年度末）

２２ 家庭教育支援体制の充実 「親の学習」講座の年間実施回数 ９８８回（令和４年度） ２，０００回（令和１０年度）

２３ 地域と連携・協働した教育の推進

「地域で子供を育てる意識が向上した」と回答した

小・中学校の割合*
４７．６％（令和４年度） ５８．０％（令和１０年度）

小・中学校におけるコミュニティ・スクール数*
（施策１７にも記載）

８９１校（令和５年度） 全小・中学校（令和８年度）

２４ 生涯学び、活躍できる環境整備 １年間に生涯学習に取り組んだ人の割合* ７４．６％（令和４年度） ７８．０％（令和１０年度）

２５ 社会教育の推進 県が情報発信している社会教育施設の講座等の件数 ７７１件（令和４年度） ２，５００件（令和１０年度）

２６ 文化芸術活動の充実 埼玉県芸術文化祭への参加者数 ９７７，６９５人（令和４年度） １，５００，０００人（令和１０年度）

２７ 伝統文化の保存と持続的な活用 県立博物館等の年間利用者数 ６２７，５０５人（令和４年度） １，０００，０００人（令和１０年度）
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施策 指標 現状値 目標値

２８ スポーツ・レクリエーション活動の推進 週に１回以上スポーツをする成年の県民の割合* ５６．２％（令和５年度） ６５．０％以上（令和１０年度）

２９ 競技スポーツの推進
国際大会における埼玉県ゆかりの選手の８位以上の年
間延べ入賞者数

４６１人（令和４年度） ５００人以上（令和１０年度）
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１０ 計画の推進に際して

⑴ 社会全体で取り組むための連携・協働
市町村、学校、家庭、地域、大学、企業、ＮＰＯなど様々な主体と教育の意義や方向性を共有し、連携・協働しながら、社会全体で本計

画を推進する。

⑵ 計画の着実な実現
客観的な根拠を重視した行政運営（ＥＢＰＭ）にも留意しつつ、ＰＤＣＡサイクルにより計画を着実に実現するとともに、必要な予算の

充実・確保に努める。


